
みやま市地域こどもの生活支援強化事業補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、多様かつ複合的な困難を抱えるこどもたちに対する地域

の支援体制を強化するため、地域にある様々な場所の活用を促して、安心安全

で気軽に立ち寄ることができる食事等の提供場所を設けるとともに、支援が

必要なこどもを早期に発見し、行政等の適切な支援機関につなげる仕組みを

つくる地域こどもの生活支援強化事業に取り組む団体に対し、予算の範囲内

において地域こどもの生活支援強化事業補助金を交付することに関し、みや

ま市補助金等交付規則（平成１９年みやま市規則第４８号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業） 

第２条 多様かつ複合的な困難を抱えるこども等を対象に、市内で実施する次

の各号に掲げる事業とする。ただし、第２号及び第３号の事業を同年度内に

行う場合は、いずれかのみの事業を当該年度の補助対象事業とする。 

（１） 食事や体験（学習機会、遊び体験）の提供、こども用品の提供（文

房具や生理用品等）を行う事業 

（２） 既存の福祉・教育施設、公民館等でのこどもの居場所等を立ち上げ

る事業（立ち上げ支援） 

（３） こどもの居場所等の事業を継続するための備品購入等の事業 

（４） その他市長が特に認めた事業 

２ 前項の規定にかかわらず、実施する事業がみやま市の他の補助金等を受け

ている場合は、補助の対象としない。 

３ 交付決定の時期にかかわらず、交付決定を受けた日の属する年度の４月１

日から３月３１日までの補助対象事業に要する経費の額を補助の対象とす

る。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者は、補助対象事業を公正、中立かつ効果的

に実施することができる民間団体等で、次に掲げる要件を満たすものとす

る。 

（１） 団体の本拠としての事務所を県内に有し、市内でも活動する団体。 

（２） 代表者が明らかであること。 

（３） 政治活動、宗教活動又は営利事業を目的とする活動ではないこと。 

（４） 年度内に１２日以上（参加者に１８歳未満のこどもを含む日のみ）

の活動を予定していること。 



２ 前項の規定にかかわらず、補助対象者が次の各号のいずれかに該当する場

合は、補助の対象としない。 

（１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団 

（２） 法第２条第６号に規定する暴力団員が役員となっている団体 

（３） 暴力団、暴力団員又は次に掲げる団体と密接な関係を有する団体 

ア 暴力団が事業主又は役員に就任している団体 

イ 暴力団員が実質的に運営している団体 

ウ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用してい

る団体 

エ 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引に

係る契約を締結している団体 

オ 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している

団体 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している団体 

（補助金の算定等） 

第４条 補助金の額は、別表に掲げる補助対象経費から補助対象事業のための

寄附金及びその他の収入の額を控除した額に１０分の１０を乗じて得た額

（千円未満の端数は切り捨てるものとし、同表に掲げる補助金上限額を限度

とする。）とする。 

（補助金等の交付申請） 

第５条 交付申請は、原則として毎年５月末日までに行わなければならない。

ただし、令和７年度については別に市長が定める日までとし、年度の途中で

新規に事業を実施する場合は、事業実施前に行わなければならない。 

２ 交付を受けようとする者は、地域こどもの生活支援強化事業補助金交付申

請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならな

い。 

（１） 事業計画書 

（２） 収支予算書 

（３） 補助金交付申請者調書（規則様式第１号の２） 

（４） 団体等概要書（定款、規約、会則等） 

（５） 会員名簿 

（６） その他市長が認める書類 

３ 第２項の申請において、補助金に含まれる消費税相当額のうち、消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除

することができる部分の金額（以下「消費税仕入控除税額」という。）がある



場合の取扱いは、第９条のとおりとする。 

（補助金等交付の適否の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときには、速やかに内容を審

査し、交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付の可否を決定したときは、速やかに地域こ

どもの生活支援強化事業補助金交付・却下決定通知書（様式第２号）によ

り、申請者にその旨を通知するものとする。 

（事業実施の留意事項） 

第７条 事業の実施にあたっては、次に掲げる事項に留意するものとする。 

（１） 学校や放課後児童クラブ等との連携を図り、支援が必要なこどもや

家庭の把握に努めること。 

（２） 支援が必要なこどもや家庭を発見した場合は、自治体や関係機関と

連携して適切な対応を図ること。 

（３） 事業を実施する場合においては、長期休暇期間における地域でのこ

どもの生活支援を強化するため、夏休み、冬休みなどの長期休暇期間にお

ける活動回数の増加を図る事業を積極的に実施して活動回数を増加できる

よう努めること。 

（４） 補助対象事業の実施場所は、既存の福祉・教育施設など地域にある

様々な場所の活用に加え、公民館など、こどもがアクセスしやすい場所で

の実施を図り、良好な衛生環境、安全性等を確保すること。 

（５） 食事の提供を行う場合にあっては、食品衛生管理を徹底し、食中毒

予防、食物アレルギー、防火等に配慮すること。特に小さなこどもが参加

する場合、窒息事故が起きないよう、メニュ－や食事の提供方法について

配慮すること。万が一、窒息事故が起きた時に備えて、救急救命講習を受

講し、応急処置方法の確認に努めること。 

（６） 食材の確保については、地域の農家、食品会社やフードバンク等の

協力を得るよう努めること。 

（７） 利用者を、事業実施主体である団体等の関係者に限定した運営を行

うものでないこと。 

（８） 営利を目的としないこと。 

（９） 宗教的活動又は政治活動を助長するおそれがないこと。 

（実績報告等） 

第８条 補助事業者は、当該事業が完了したとき（中止又は廃止の承認を受け

たときを含む。）は、完了の日から起算して１０日を経過した日又は当該年

度の３月３１日のいずれか早い日までに地域こどもの生活支援強化事業補助

金実績報告書（様式第３号）を、市長に提出しなければならない。 



（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第９条 申請者は、第５条の規定による補助金の交付申請において、当該補助

金に係る消費税仕入控除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額

との合計額に、補助金の額を補助対象経費で除して得た率を乗じて得た金額

をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなければなら

ない。ただし、申請時に消費税仕入控除税額等が明らかでない場合は、この

限りでない。 

２ 補助事業者は、前条の規定による実績報告書を提出するに当たって、消費

税仕入控除税額等が明らかになった場合は、これを補助金の額から減額して

報告しなければならない。 

３ 補助事業者は、実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税

の申告により消費税仕入控除税額等が確定した場合（仕入控除税額が０円の

場合を含む。）には、その金額（前２項の規定により減額した場合にあって

は、その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額等

報告書（様式第４号）に関係書類を添えて、速やかに市長に報告するととも

に、補助金返還相当額を市に返還しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、補助事業者から第８条の規定により補助金の実績報告があ

ったときは、その内容に係る審査及び必要に応じて行う現地調査等により当

該事業の成果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めると

きは、交付すべき補助金の額を確定し、地域こどもの生活支援強化事業補助

金額確定通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

（補助金の交付請求） 

第１１条 前条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を受け

ようとするときは、請求書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、事業の進捗を図るため補助金の額の確定

前に交付する必要があると認めるときは、当該補助事業者の請求に基づき、補

助金交付決定額の全部又は一部を概算払により補助金を交付することができ

る。 

３ 市長は、概算払を行った補助金について、前条の規定により確定した補助金

の額をもって当該補助金の精算を行い、不足があるときはその請求及び交付

について第１項及び次条の規定を準用し、過払いがあるときは速やかにその

額を戻入させるものとする。 

（補助金等の返還） 



第１２条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金を交付せず、若しくは減額し、又は補助金の全部若しくは一部を返還させ

ることができる。 

（１） この告示に違反したとき。 

（２） 虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受け、又は受けようと

したとき。 

（３） 補助対象事業を変更又は中止し、若しくは補助対象事業の遂行の見

込みがないとき。 

（４） その他市長が不適当と認めたとき。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

附 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

  



別表（第４条関係） 

 １ 事業項目 ２ 補助対象経費 ３ 補助金上限額 

①食事や体験（学習機

会、遊び体験）の提

供、こども用品の提供

（文房具や生理用品

等）を行う事業 

報酬、給与、共済費、報償

費、旅費、需用費（食糧

費、消耗品費、印刷製本

費、燃料費、光熱水費、

修繕料）、役務費（通信

運搬費、広告料、保険

料）、委託料、使用料及

び賃借料、備品購入費。

ただし、補助対象者の運

営に係る経費や恒常的職

員に係る人件費等の経費

を除く。また、第２号及

び第３号の事業を同年度

内に行う場合は、いずれ

かのみの事業を当該年度

の補助対象事業とする。  

・長期休暇以外の期間１

日あたり１万円 

・長期休暇の期間１日あ

たり１.５万円 

年間３０万円を上限 

※ただし、こどもが参加

した日のみ 

②既存の福祉・教育施

設、公民館等でのこど

もの居場所等を立ち上

げる事業（立ち上げ支

援） 

１か所当たり６０万円を

上限（１拠点１回限り） 

③こどもの居場所等の

事業を継続するための

備品購入等の事業 

１か所当たり３０万円を

上限（１拠点１回限り） 

 



様式第１号(第５条関係) 

      年  月  日  

 (宛先) みやま市長 

 (申請者)住所              

名称              

代表者 

連絡先             

 

地域こどもの生活支援強化事業補助金交付申請書 

 

地域こどもの生活支援強化事業補助金の交付を受けたいので、みやま市地域こどもの生

活支援強化事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき、次のとおり申請します。 

 

 1 事業名称 

 

 2 事業費総額 

 

 3 補助対象事業費 

 

 4 補助金申請額 

 

 5 添付書類 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書（見積書等の金額の根拠となる資料を添付） 

(3) 補助金交付申請者調書（規則様式第１号の２） 

(4) 団体等概要書（定款・規約・会則等） 

(5) 会員名簿 

(6) その他市長が必要と認める書類 

 

 

 



 

事 業 計 画 書 

 

1 事業名称  

2 実施期間 

開始：    年  月  日 

 

終了：    年  月  日 

3 現状の課題と事業の

目的 
 

4 事業の概要  

5 事業のスジュール 

 
 

6 実施日ごとの大人、

こどもの人数（要綱別

表「1事業項目①」の場

合） 

 

7 事業の成果目標  

※内容が網羅されていれば、別様式に変えることができます。 

 



 

収 支 予 算 書 

[収入]                              単位：円 

区 分 予 算 額 説 明 

市補助金   

団体等負担金   

事業収入   

そ

の

他 

   

   

合 計   

[支出]                               単位：円 

区 分 予 算 額 市補助金充当額 説 明 

補

助

対

象

経

費 

    

    

    

    

    

    

    

    

小 計    

補

助

対

象

外

経

費 

    

    

    

    

    

小 計    

合計（事業費総額）    

※内容が網羅されていれば、別様式に変えることができます。 

※記載事項がこの様式で不足する場合は、適宜別紙を作成してください。 

※説明欄には積算内訳を記載してください。 



様式第２号(第６条関係) 

 

第   号  

  年  月  日  

 

          様 

 

みやま市長               

 

地域こどもの生活支援強化事業補助金交付・却下決定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった地域こどもの生活支援強化事業補

助金の交付申請については、次のとおり決定したので、みやま市地域こどもの生活

支援強化事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、通知します。 

事業名称  

決定の内容 

 

可 ・ 否 

 

否と決定した理由： 

 

実施期間 

開始：    年  月  日 

 

終了：    年  月  日 

補助予定額  金         円 

補助の条件 

（１）事業の内容又は事業の経費の配分を変更するときは、市

長の承認を受けること。 

（２）事業を中止するときは、速やかに市長の承認を受けるこ

と。 

（３）補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は補助事

業等の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告して

その指示を受けること。 

（４）その他市長が必要と認める条件 

 

 



様式第３号(第８条関係) 

  年  月  日  

(宛先) みやま市長 

 

 (申請者)住所              

名称              

代表者 

連絡先             

 

地域こどもの生活支援強化事業補助金実績報告書 

 

  年  月  日付け     第  号で補助金の交付決定を受けた

地域こどもの生活支援強化事業について、事業が完了したので、みやま市地域こど

もの生活支援強化事業補助金交付要綱第８条の規定に基づき、次のとおり報告しま

す。 

 1 事業実績 

    （別添事業報告書のとおり） 

 

 2 収支実績 

    （別添収支決算書のとおり） 

 

 3 添付書類 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) 補助対象事業を実施した際に撮影した写真 

(4) 補助対象経費に係る領収書の写し 

(5) その他市長が必要と認める書類 

 4 振込口座 

   金融機関名              支店名            

   預金種目            口座番号               

   口座名義（カタカナ）                        



事 業 報 告 書 

 

1 事業名称  

2 実施期間 

開始：    年  月  日 

 

終了：    年  月  日 

3 事業費総額  

4 補助対象事業費  

5 補助金申請額  

6 事業の目的  

7 事業の内容 

及び実施方法 
 

8 実 施 日 ご と の 大

人 、 こ ども の 人 数

（要綱別表「1事業

項目①」の場合） 

 

9 事業の成果  

9 今後の予定  

※事業計画書の記載内容に準じて作成してください。 



収 支 決 算 書 

[収入]                              単位：円 

区 分 予 算 額 決 算 額 説 明 

市補助金    

団体等負担金    

事業収入    

そ

の

他 

    

    

合 計    

[支出]                               単位：円 

区 分 予 算 額 決 算 額 説 明 

補

助

対

象

経

費 

    

    

    

    

    

    

    

    

小 計    

補

助

対

象

外

経

費 

    

    

    

    

    

小 計    

合計（事業費総額）    

※内容が網羅されていれば、別様式に変えることができます。 

※記載事項がこの様式で不足する場合は、適宜別紙を作成してください。 



 

 

様式第４号（第９条関係） 

 

消費税仕入控除税額等報告書 

 

年   月   日 

 

みやま市長 様 

 

                       

住 所               

 

名 称               

 

代表者               

 

 

     年  月  日付け     第  号で補助金確定通知があったみや

ま市地域こどもの生活支援強化事業補助金について、みやま市地域こどもの生活支

援強化事業補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり関係書類を添えて報告

します。 

 

 

１ 補助金額（補助金額確定額） 円【Ａ】   

２ 補助金額確定時における消費

税仕入控除税額等 
円【Ｂ】   

３ 消費税額及び地方消費税額の

確定に伴う補助金に係る消費税

仕入控除税額等 

円【Ｃ】   

４ 補助金返還相当額 円【Ｃ－Ｂ】 

５ 添付書類 

※いずれか該当するものにチェックをしてください。 

 
□３の消費税及び地方消費税に係る消費税

仕入控除税額等が発生する場合 

・積算内訳等が分かる資料 

・その他市長が必要と認めるもの 
 
□３の消費税及び地方消費税に係る消費税

仕入控除税額等が発生しない場合 

・理由を記入 

（                 ） 

 



様式第５号(第１０条関係) 

 

第   号  

  年  月  日  

 

         様 

 

みやま市長              

 

地域こどもの生活支援強化事業補助金額確定通知書 

 

     年  月  日付けで実績報告書の提出があった地域こどもの生活支援

強化事業補助金について、次のとおり交付額を確定したのでみやま市地域こどもの

生活支援強化事業補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、通知します。 

 
 

事業名称  

実施期間 

開始：    年  月  日 

 

終了：    年  月  日 

補助対象経費 金         円 

補助確定額 金         円 


